
（（（（3333））））市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成26262626年度年度年度年度
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実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率
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市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H22  ⅣH22  ⅣH22  ⅣH22  Ⅳ－－－－１１１１ H23  ⅣH23  ⅣH23  ⅣH23  Ⅳ－－－－２２２２ H24  ⅣH24  ⅣH24  ⅣH24  Ⅳ－－－－２２２２

H25  ⅣH25  ⅣH25  ⅣH25  Ⅳ－－－－２２２２ H26  ⅣH26  ⅣH26  ⅣH26  Ⅳ－－－－２２２２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※平成27年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.37][0.37][0.37][0.37]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

50/8250/8250/8250/82
全国平均全国平均全国平均全国平均

0.490.490.490.49
福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均

0.440.440.440.44

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度基準財政収入額が1,511,280千円、同基準財政需要額が

4,017,992千円となり、平成26年度単年度の財政力指数は0.376となった。

平成24年度0.359、平成25年度0.375、平成26年度0.376、3年平均は0.37

となった。（※平成23年度0.345）

上昇傾向ではあるが、全国平均、県平均、類似団体平均との比較でい

ずれに対しても下回っている状況である。0.30
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公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの状況状況状況状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [14.0%][14.0%][14.0%][14.0%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

66/8266/8266/8266/82
全国平均全国平均全国平均全国平均

8.08.08.08.0
福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均

8.68.68.68.6

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

実質公債費比率は14.0%と前年度比0.4ポイントの減となった。全国平均、

県平均、類似団体平均と比較して、いずれに対しても上回っている状況で

ある。

減となった要因は、単年度で15.3%であった平成23年度が算定から外

れ、14.0%の平成26年度が算定されたことが要因である。

単年度の実質公債費比率は前年度比で0.4ポイントの増となっている。
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの状況状況状況状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [139.5%][139.5%][139.5%][139.5%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

77/8277/8277/8277/82
全国平均全国平均全国平均全国平均

45.845.845.845.8
福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均

14.114.114.114.1

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

将来負担比率は139.5%と前年度比11.7ポイントの減となった。

分母となる標準財政規模は4,289千円の減となったが、分子となる債務負

担行為に基づく支出予定額が379,805千円の減、償還残高減少による公

営企業債等繰入見込額が289,936千円の減、退職手当負担見込額が

189,024千円の減、また分子から除する基準財政需要額算入見込額が

189,091千円の増等による分子の減によるものである。

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

246.1246.1246.1246.1

0.00.00.00.0

48.748.748.748.754.654.654.654.661.361.361.361.364.364.364.364.3
84.884.884.884.8

H26H25H24H23H22

139.5139.5139.5139.5
151.2151.2151.2151.2162.5162.5162.5162.5

147.9147.9147.9147.9
170.5170.5170.5170.5

ずれに対しても下回っている状況である。

地方交付税などの一般財源が年々減少していることから、町税等の収

納率向上や、未利用財産の売却など自主財源の確保に向けた取り組み0.00

0.30
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財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [89.5%][89.5%][89.5%][89.5%]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

39/8239/8239/8239/82
全国平均全国平均全国平均全国平均

91.391.391.391.3
福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均

86.186.186.186.1

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

経常的収支比率については、89.5%と、前年度比3.3ポイントの減となった。

主な要因として、歳入においては地方税が22,673千円の増、地方消費税

交付金が33,633千円の増となっている。これは消費税増税による地方消

費税交付金の増と、増税前の駆け込み需要による新築増による固定資産

税の増によるものである。歳出においては、公債費の元利償還金が

96,608千円の増となっているが、人件費が53,443千円の減、補助費が

81,583千円の減となっている。人件費の減は退職により一人当たりの給料

月額平均が減少したことによる、補助費の減は県後期高齢者医療広域連
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの状況状況状況状況

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [169,375[169,375[169,375[169,375円円円円]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

64/8264/8264/8264/82
全国平均全国平均全国平均全国平均

119,984119,984119,984119,984
福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均

281,629281,629281,629281,629

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度人件費1,288,910千円、物件費1,419,768千円、維持補修費

175,890千円となっている。人口一人当たりの額で、県平均を112,254円下

回っているが、昨年度より10,272円の増となっており、全国平均で49,391

円、類似団体平均で22,488円それぞれ上回っている。

人件費は34,046千円の減となったが、物件費が37,763千円の増となって

いる。物件費が増となった主な理由は、臨時的経費として土地購入費用

27,000千円の増によるものである。
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給与水準給与水準給与水準給与水準 （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [95.8][95.8][95.8][95.8]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

29/8229/8229/8229/82
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.798.798.798.7
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

95.895.895.895.8

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度95.8と前年度比0.2ポイントの増となった。

要因としては採用・退職による職員構成の変動によるものである。
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの状況状況状況状況

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [9.41[9.41[9.41[9.41人人人人]]]]
類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

48/8248/8248/8248/82
全国平均全国平均全国平均全国平均

6.966.966.966.96
福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均

7.577.577.577.57

人口千人当人口千人当人口千人当人口千人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成25年度職員数158名 平成26年度職員数160名

機構改革による子ども課の新設、幼保年齢区分けの実施に伴う幼稚園教

諭、保育士の増員によるもの。

引き続き、定員適正化計画に基づき定員の適正管理を遂行しておくととも

に、行政経営改革プランにより、業務内容の効率化と職員の資質向上を

進め、行政サービスの向上に努める。
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単年度の実質公債費比率は前年度比で0.4ポイントの増となっている。

要因は標準財政規模が4,289千円の減、元利償還金が96,608千円の増の

ためである。
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（（（（4444））））----1 1 1 1 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成26262626年度年度年度年度

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの分析分析分析分析
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実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----

----

14141414....0000

139139139139....5555

％％％％

％％％％

％％％％

％％％％

市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型市 町 村 類 型

(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

HHHH22  22  22  22  ⅣⅣⅣⅣ－－－－１１１１ HHHH23  23  23  23  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２ HHHH24  24  24  24  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２

HHHH25  25  25  25  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２ HHHH26  26  26  26  ⅣⅣⅣⅣ－－－－２２２２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

人件費人件費人件費人件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
56/8256/8256/8256/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
23.823.823.823.8

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
23232323....2222

人件費人件費人件費人件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度は25.2%と前年度比1.4ポイントの減となったが、全

国平均、県平均、類似団体平均と比較すると上回っている状況

である。

これまで、退職者の完全補充を見送るなどしてきたが、機構改

革による子ども課の新設、子ども子育て環境の充実のための幼

稚園教諭、保育士の増員などにより、平成26年度は2名の増と

なっている。

今後も定員管理計画、行政経営改革プランに基づき、さらなる

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

34343434....5555

8888....0000

23.823.823.823.8
23232323....888824.624.624.624.624242424....9999

22222222....7777

H26H25H24H23H22

25252525....2222

26.626.626.626.628.028.028.028.028282828....2222
26262626....3333

物件費物件費物件費物件費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
51515151////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
14141414....3333

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
14141414....7777

物件費物件費物件費物件費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度は14.6%と前年度比0.6ポイントの減となった。類似

団体との比較では、やや上回っているが、全国平均、県平均と同

程度の構成比となっている。

減となった主な要因は、老人センターの撤去により老人セン

ター運営事業費が10,843千円の減となったためである。

(%)

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

27272727....1111

7.27.27.27.2

13131313....7777
13131313....111112121212....555512121212....1111

10.610.610.610.6

H26H25H24H23H22

14141414....6666
15151515....2222

13131313....555514.314.314.314.3
12121212....6666

扶助費扶助費扶助費扶助費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
11111111////82828282

全国平均全国平均全国平均全国平均
11111111....7777

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
7.37.37.37.3

扶助費扶助費扶助費扶助費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度は3.9%と前年度比0.1ポイントの減となった。全国平

均、県平均、類似団体平均いずれにおいても下回っている状況

である。

減となった要因としては、自立支援医療が7,456千円、自立支援

給付費等負担金が2,642千円のそれぞれ増となっているが、児童

手当が5,015千円、重度障がい者支援事業が2,777千円、老人福

祉施設入所措置事業が1,777千円、乳幼児・児童医療費助成業

務が1,501千円とそれぞれ減となったためである。

(%)

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

12121212....1111

2222....9999

6666....0000
5.85.85.85.85.65.65.65.65555....2222

4444....4444

H26H25H24H23H22

3.93.93.93.94444....0000
3.23.23.23.2

4444....1111
3333....4444

そのそのそのその他他他他 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
57/8257/8257/8257/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
13131313....2222

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
14.714.714.714.7

そのそのそのその他他他他のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度は16.0%と前年度比1.2ポイントの減となった。

主な要因としては、後期高齢者医療特別会計への繰出し金が

15,736千円の減と大きく減少したことによる。

しかしながら、国民健康保険、後期高齢者医療、介護保険は、

人口が減少していく中で高齢化による医療費、介護給付費は増

加傾向にあるため、保険税・料率の適正な設定をしていくととも

に、予防事業の推進を図っていく必要がある。

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

30303030....2222

5555....7777

14141414....7777
14.214.214.214.214.714.714.714.714141414....444414141414....4444

H26H25H24H23H22

16.016.016.016.0

17171717....222216.316.316.316.315151515....666616161616....9999

補助費等補助費等補助費等補助費等 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
4/824/824/824/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
10101010....1111

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
10.010.010.010.0

補助費等補助費等補助費等補助費等のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度は7.7%と前年度比1.8ポイントの減となった。

主な要因としては、県後期高齢者医療広域連合への負担金

3,308千円の減となっている。

また、補助金制度審議会において、零細補助の見直しを行うな

ど、補助金の整理合理化を図ってきたため、引き続き見直しの実

施をしていく。

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

24242424....6666

3333....7777

13131313....3333
13.313.313.313.313.213.213.213.213131313....111114141414....4444

H26H25H24H23H22

7.77.77.77.79999....555510.510.510.510.510101010....2222
12121212....2222

公債費公債費公債費公債費 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
72/8272/8272/8272/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
18181818....2222

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
16.216.216.216.2

公債費公債費公債費公債費のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度は22.1%と前年度比1.8ポイントの増となっている。

主な要因としては、教育施設適正配置に伴う施設整備事業費

のために借入れを行った地方債の償還が開始されたことにより、

元利償還金が96,608千円の増となったためである。

(%)
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30.0

20.0

10.0

0.0

31313131....4444

4444....4444

17171717....3333
17.617.617.617.617.917.917.917.917171717....9999

16161616....2222

H26H25H24H23H22

22.122.122.122.120202020....333319.419.419.419.418181818....444418181818....3333

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位
21/8221/8221/8221/82

全国平均全国平均全国平均全国平均
73737373....1111

福島県平均福島県平均福島県平均福島県平均
69.969.969.969.9

公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外のののの分析欄分析欄分析欄分析欄

平成26年度67.4%と前年度比5.1ポイントの減となった。

人件費の1.4ポイント、補助費の1.8ポイントの減が主な要因であ

る。

公債費以外の構成率が減となるということは、公債費が全体に

占める割合が大きくなっているということであるため、投資的事業

の精査を図り、より一層の歳出全体の抑制を図る必要がある。

(%)
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80.0
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50.0

40.0

91919191....2222

55.755.755.755.7

71.571.571.571.5

70707070....222270707070....666669.769.769.769.7
66.566.566.566.5

H26H25H24H23H22

67.467.467.467.4

72727272....555571717171....555572727272....444471717171....4444
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,288,910 75,818 77,799 ▲ 2.5
43,814 2,577 8,141 ▲ 68.3

198,168 11,657 11,503 1.3
- - 578 -
- - - -

84,630 4,978 3,404 46.2
153,525 9,031 1,859 385.8

▲ 158,717 ▲ 9,336 ▲ 8,484 10.0
1,610,330 94,725 94,801 ▲ 0.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

9.41 8.78 0.63
95.8 96.7 ▲ 0.9

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

1,085,761 63,868 52,939 20.6

ラスパイレス指数

当該団体決算額
（千円）

人件費
賃金（物件費）
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額

（（（（4444））））----2 2 2 2 市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表市町村経常経費分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算))))
福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町福島県会津坂下町平成平成平成平成26262626年度年度年度年度

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

52525252,,,,721721721721

172172172172,,,,146146146146

94,80194,80194,80194,80192,75692,75692,75692,756

95959595,,,,10610610610697,85797,85797,85797,857

95959595,,,,391391391391

H26H25H24H23H22

94949494,,,,725725725725
92,04092,04092,04092,040

98989898,,,,27227227227299999999,,,,629629629629

95959595,,,,279279279279

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値
(円)

1,085,761 63,868 52,939 20.6

- - - -

- - 6 -

127,022 7,472 16,218 ▲ 53.9

41,005 2,412 3,341 ▲ 27.8

87,629 5,155 1,023 403.9

301 18 7 157.1

▲ 41,994 ▲ 2,470 ▲ 3,044 ▲ 18.9

▲ 741,296 ▲ 43,606 ▲ 47,792 ▲ 8.8

558,428 32,849 22,698 44.7
※平成27年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 H22 1,486,631 83,853 63.6 71,812 25.0 38.6

うち単独分 883,769 49,849 52.9 35,025 3.1 49.8
 H23 1,639,868 93,632 11.7 61,557 ▲ 14.3 26.0

うち単独分 758,282 43,296 ▲ 13.1 32,497 ▲ 7.2 ▲ 5.9
 H24 2,865,046 164,838 76.0 69,806 13.4 62.6

うち単独分 932,722 53,663 23.9 32,823 1.0 22.9
 H25 1,659,231 96,551 ▲ 41.4 74,444 6.6 ▲ 48.0

うち単独分 1,140,481 66,365 23.7 34,175 4.1 19.6
 H26 1,273,936 74,937 ▲ 22.4 85,205 14.5 ▲ 36.9

うち単独分 801,671 47,157 ▲ 28.9 38,847 13.7 ▲ 42.6
 過去５年間平均 1,784,942 102,762 17.5 72,565 9.0 8.5

うち単独分 903,385 52,066 11.7 34,673 2.9 8.8

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000

H22 H23 H24 H25 H26

（円）
人口1人当たり決算額の推移

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

0

20,000

40,000

60,000

80,000

----406406406406

60606060,,,,571571571571

22,69822,69822,69822,69825252525,,,,36936936936926262626,,,,91191191191129292929,,,,101101101101
33333333,,,,264264264264

H26H25H24H23H22

32323232,,,,849849849849
32,56432,56432,56432,56432,88932,88932,88932,889

36363636,,,,38438438438437373737,,,,293293293293

うち単独分 903,385 52,066 11.7 34,673 2.9 8.8H22 H23 H24 H25 H26

当該団体値 類似団体内平均値
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